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  当法人が情報公開請求した「秘密保全法の具体的な条文、省庁間の法案形

成のやり取りがわかる文書」の内容全部非公開の取消を求め、現在名古屋地

裁で情報公開訴訟中である。訴訟対象は平成 23 年 8 月～平成 24 年 3 月 26
日分の法令協議に関するものであるが、その後の法令協議も情報公開請求し、

平成 24 年 10 月 12 日分まで入手済みである。省庁間の協議内容はおろか、

条文案の骨子・内容、条文数すら不開示である【資料２】一方、訴訟の経過

や開示された 5709 枚を分析したところ、以下の事実が判明した。 
 
 （１）名称が「特別秘密」から「特定秘密」に変更になったこと。国の準備

書面で判明。名称変更は、国民によりソフトイメージを与えるためでは

ないだろうか。 
（２）「特定秘密」に指定された情報は情報公開法 5 条 3 号、4 号該当情報

となり、情報公開法の対象外となるものではないとのこと（被告国の準

備書面。「行政文書」から特定秘密がはずされる、というのではなさそ

うだ。）。 
（３）当初は平成 24 年 2 月には国会提出予定だった。【資料３】 
（４）平成 24 年 4 月には逐条解説案、用例集案、平成 24 年 5 月には参照

条文集案まで完成している。法律案はこの時期にはほとんど完成してい

ると見られる。 
（５）内閣官房内閣情報調査室が平成 23 年 9 月から平成 24 年 10 月 12 日

までに、延べ 47 回も内閣法制局に法案等資料を持ち込み、審議してい

る。【資料５】 
（６）各省庁の文書での質問の多くは平成 24 年 5 月ごろまでに終わり、そ

の後はほとんど質問していない。【資料６】これも法律案が平成 24 年 5
月にはほぼ完成している証拠である。 

（７）秘密保全法を所管する内閣情報調査室に文書で最も多く質問している

のは警察庁の 28 回であり、外務省の 17 回、防衛省の 12 回と続く。【資

料６】 
警察庁との協議回数が多いのはそれだけ警察庁がこの法案制定に熱

心だからである。ちなみに、防衛・外交情報については自衛隊法、MDA
法（日米相互防衛援助協定等に伴う秘密保護法）や刑事特別法で漏えい

を厳しく処罰している。 



   この事実が明らかにするのは、今回の秘密保全法が目指すのは、③公

共の安全と秩序の維持 に関する情報 を厳しく管理しようとしている

という点である。これが警察庁が立法化に熱心な理由ではないか。因み

に、昭和６０年に国会提出された国家秘密法案にはこれがない。法案を

検討している内閣情報調査室には、警察庁キャリアが大勢出向している。

近年、警察が保有する情報の流出や、裏金問題や違法捜査に関する内部

告発などがあった。秘密保全法とは、公共の安全と秩序の維持情報（主

に警察情報、原発情報なども含む可能性あり）を、日米同盟情報レベル

で防御するだけでなく、調査・監視しようとする市民・マスコミを徹底

的に監視し、刑罰の威嚇をもって対応するものだと言える。 
（８）「適性評価制度と適格性確認制度の比較」が作成されている。平成 24

年 8 月 21 日作成。法律に基づかない現行の「適格性確認制度」のあら

ましが若干判明した。秘密保全法における「適性評価制度」については

全て非公開。【資料 8】 
（９）「報告書に対する日弁連の指摘事項と本法における対応等」が作成さ

れている。 
平成 24 年 8 月 24 日作成【資料 9】。本法における対応等は全て非公開

で、市民・国民と対話をして法律を作ろうという気がない。 
（10）協議項目名すら非公開の文書については、国会・裁判所を本法の対象

として検討している可能性が高い。国会議員や裁判官まで秘密保全法の

適性評価制度の対象となる可能性が高い。 
（11）内閣情報調査室が内閣法制局に持ち込んだ資料を分析したところ、最

も多いのが、「適正評価と思想・良心及び信教の自由との関係について」

「適正評価と法の下の平等との関係について」の１７回であり、本法案

が憲法に抵触するおそれがあることを立法担当者が十分承知している

ことがわかる。また、「刑事裁判手続における特別秘密の立証方法につ

いて」が 13 回と続いて多く、憲法８２条の裁判公開の原則と秘密保全

法との兼ね合いについて多く議論していることも判明した。【資料１１】 
 
上記、非公開になった文書や分析結果、訴訟通信は市民センターの web

に掲載している。 http://www.jkcc.gr.jp/menu6.html 
 
 



【資料２】

秘密保全法制法令協議 H23.11 410/538



【資料３】

秘密保全法制法令協議 H23.9 10/93



【資料５】

秘密保全法制　内閣法制局資料持込日程まとめ
(2011/8-2012/10/12)

資料持込 審査 開示された枚数
第１回 2011/9/15 2011/9/20 H23.8 72
第２回 2011/10/13 2011/10/18 H23.9 93
第３回 2011/11/2 2011/11/7-8 H23.10 64
第４回 2011/11/11 2011/11/15 H23.11 538
第５回 2011/11/18 2011/11/21 H23.12 564
第６回 2011/11/25 2011/11/28 H24.1 239
第７回 2011/11/30 2011/11/30 H24.2 267
第８回 2011/12/1 2011/12/1 H24.3 157
部長概要説明 2011/12/2 2011/12/7 H24.3.27 44
第９回 2011/12/12 2011/12/12-13 H24.4 583
第１０回 2011/12/14 2011/12/14 H24.5 487
第１１回 2011/12/15 2011/12/16 H24.6 621
部長再概要説明2011/12/16 H24.7 1019
第１２回 2011/12/22 2011/12/22 H24.8 318
第１３回 2011/12/27 H24.9 537
第１４回 2012/1/30 2012/1/31 H24.10 106
第１５回 2012/2/6 2012/2/7 5709
第１６回 2012/2/13 2012/2/17
第１７回 2012/2/20 2012/2/21
第１８回 2012/2/27 2012/3/5
第１９回 2012/3/5
第２０回 2012/3/12 2012/3/12
第２１回 2012/3/19 2012/3/27
第２２回 2012/3/26 2012/3/27
第２３回 2012/4/2 2012/4/5
第２４回 2012/4/9 2012/4/10-11
第２５回 2012/4/16 2012/4/16
第２６回 2012/4/23 2012/4/26
第２７回 2012/5/7 2012/5/8
第２８回 2012/5/14 2012/5/16
第２９回 2012/5/21 2012/5/22
第３０回 2012/5/28 2012/5/28
第３１回 2012/6/4 2012/6/4
第３２回 2012/6/11 2012/6/11
第３３回 2012/6/18 2012/6/18
第３４回 2012/6/25 2012/6/26
第３５回 2012/7/2 2012/7/2
第３６回 2012/7/9 2012/7/9
第３７回 2012/7/17 2012/7/17
第３８回 2012/7/19 2012/7/19
第３９回 2012/7/23
第４０回 2012/8/1 2012/8/2
第４１回 2012/8/9
第４２回 2012/8/22 2012/8/23
第４３回 2012/8/27 2012/8/29
第４４回 2012/9/3
第４５回 2012/9/11
第４６回 2012/10/9
第４７回 2012/10/12



【資料６】
NPO法人 情報公開市民センター作成

文書質問 協議 文書質問 協議
警察庁警備局警備企画課 28 1 平成23年8月 15
外務省大臣官房総務課 17 2 平成23年9月 5
防衛省防衛政策局調査課情報保全企画室 12 4 平成23年10月 3
内閣官房副長官補（安全保障・危機管理担当）付 8 平成23年11月 14 1
公安調査庁総務部総務課審理室 5 平成23年12月 11 3
経済産業省大臣官房情報システム厚生課 4 平成24年1月 5 3
法務省刑事局公安課 3 3 平成24年2月 15
海上保安庁総務部政務課 3 平成24年3月 5 1
内閣官房内閣副長官補室（内政） 2 平成24年4月 4 1
内閣官房内閣総務官室 2 平成24年5月 4 1
公平審査局調整課 1 平成24年6月 2 2
経済産業省　経済産業政策局知的財産政策室 1 平成24年7月
内閣府大臣官房公文書管理課 1 平成24年8月 1

85 12 平成24年9月 1
平成24年10月

85 12

内閣情報調査室と 協議先の省庁　回数と日時分析
H23.8.1-H24.10.12分



【資料８】

秘密保全法制法令協議 H24.8 142/318



【資料９】

秘密保全法制法令協議 H24.8 264/318



秘密保全法案　内閣情報調査室が内閣法制局に提出した資料の項目一覧
（２０１１年８月-２０１２年１０月１２日）

【資料１１】

大項目 項目
適正評価の思想・良心及び信教の自由との関係について
適正評価と法の下の平等との関係について

秘密の指定 指定権の所在及び指定の効果、並びに指定の調整について
罰則 刑事裁判手続における特別秘密の立証方法について

12回 総論 秘密保全法制の必要性及びその具体的内容について
総論 ■
人的管理 ■■■■■■■■

罰則
漏えいの教唆及び特定取得行為を処罰することと報道機関の取材の自由と
の関係について

人的管理 調査事項について
同意の取得について

８回 人的管理 適正評価の対象外とする者について
7回 人的管理 実施権者について

適性評価制度の法制化について
特別秘密を取り扱う者がこれを漏らすおそれと調査すべき事項の関係につい
結果の通知について
適正評価の実施への不同意等を理由とした不利益な取扱いの禁止について

人的管理 公私の団体への照会について
その他 本法制の附則において内閣法の一部を改正することについて
条文案 適性評価調査票（イメージ）
秘密の指定 他の行政機関等における特別秘密の取扱いの業務について

「適性」という語を用いることについて
適性評価の実施以外の目的での個人情報の利用・提供の制限について
適性評価の代替措置について（■）

条文案 適正評価の調査事項等の条文イメージ
指定の解除の調整について
合議制の行政機関における特別秘密の指定及び管理について
評価の観点と調査事項の関係について
適性評価の見直し時期について
行政機関の長等が自らの適性を評価する制度設計の合理性について

その他 ■
その他 日弁連等の指摘事項と本法における対応

自衛隊法との対照表
■に係る条文イメージ
別表第二号の規定振りについて
特に秘匿を要する情報のインターネット上への漏えいの防止について
特に秘匿を要する情報に対する標的型サイバー攻撃の防止について

秘密の指定 指定の有効期間について
秘密の管理に関係する内容の法律事項について
国務大臣以外の者が行政機関の長等である場合の当該行政機関の長等の
適性評価の実施権者について
特別秘密の取扱いが簡素な場合の適性の評価について
仮の適性評価について
適性評価制度と適格性確認制度との比較
特別秘密の漏えい罪と公務員法上の守秘義務違反罪との関係について
取扱業務者以外の業務者による漏えい行為を処罰対象とすることについて
特定取得行為を処罰対象とすることについて
共謀、教唆、煽動の処罰規定を設けることについて
業務による知得後、当該業務を離れ、又は退職した後に特別秘密の指定が
あった事項に係る漏えい行為に対する処罰の要否について
刑事手続上の特別秘密の取扱いに関する法務省意見について
刑事手続上の特別秘密の取扱いについて
取扱業務者と業務知得者の区別について
自由刑の上限について
国外犯処罰規定について
諸外国の秘密保全制度における適正評価手続
諸外国の秘密保全制度における主な罰則
本法における附則事項について
第6条第2項に係る警察庁作成ペーパー
本法における「外国」等の用語の取扱いについて

人的管理

その他

諸外国

罰則

６回 人的管理

人的管理

１回

条文案

立法事実

人的管理

秘密の指定

人的管理17回

13回

10回

９回

4回

３回

２回




